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② 市町及び関係機関等からの情報を正確に把握するのに時間を要した 

・ 各地域の冠水状況や家屋被害の状況など、被害状況の把握に時間を要した。 

・ また、東紀州地域内で孤立地区が発生していることや、孤立地区内の状況

把握など、市町、関係機関等からの情報を、県災害対策本部において正確

に把握するのに多くの時間を要した。 

 

③ 把握した情報を分析及び対策立案へと展開させることができなかった 

・ 情報収集作業が事実確認にとどまり、情報分析から対策の立案・実行へと

展開できなかった。情報を組織横断的に整理・分析し、迅速な意思決定を

行う際に、その判断支援ができるような体制がなかった。 

 

④ 特に被害が大きな市町への人的支援の実施に時間を要した 

・ 雨や被害状況がピークとなる前々日（９月２日）の時点で、津地方気象台

からの防災気象情報（三重県気象情報）の中に、三重県南部に極めて大量

の降水量予測など警告的内容が含まれていたものの、当該地域に対して事

前に職員派遣を行うなどの対応をとることができなかった。 

その結果、被害が大きな市町への人的支援の実施に時間を要した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２３年 台風第１２号に関する三重県気象情報 第７号 

平成２３年９月２日１７時５１分 津地方気象台発表 

（見出し） 

大型の台風第１２号の影響で三重県では２日夜から３日にかけて海上を中心に暴風や猛烈な

しけとなる見込みです。また、３日にかけて大雨となるでしょう。暴風、高波、土砂災害、

浸水害や洪水に警戒が必要です。 

（本文） 

［雨の予想］ 

 三重県では南部を中心に大雨となっています。今後、台風を取り巻く発達した雨雲がかか

るため、３日にかけて断続的に非常に激しい雨が降り、猛烈な雨となる所がある見込みです。

台風の東側では南東からの湿った風が吹きつけるため、東よりの風が吹きつける東側や南東

側に開けた斜面では雨量が多くなるでしょう。 

 ３日２４時までに予想される１時間雨量は多い所で、 

   北中部 ６０ミリ 

   南部  ８０ミリ 

 ３日１８時までの２４時間に予想される雨量は多い所で、 

   北中部 ４００ミリ 

   南部  ８００ミリ 
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⑤ 情報提供体制が十分でなかった 

・ 災害状況や災害対策本部における応急対策の取組状況をスムーズに広報

（情報提供）することができなかった。情報発信する機会の設定も十分で

なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
三重県「紀伊半島大水害～平成 23 年台風第 12 号による災害の記録～」 

（平成 24 年３月） 
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告*・指示の発令等」、「避難所の開設」、「住民への情報伝達」、「住民に関する課

題」の５項目で整理・分類を行いました。 

あわせて、これらの課題に対する対応の方向についても検討を行いました。

さらに、検証作業の中では、特別警報発表のあり方等について、市町等から県

及び国への要望もありました。 

 

（参考）避難等の状況 

・「大雨特別警報」――――29市町 

・「土砂災害警戒情報*」――13市町 

・「避難勧告・指示」―――９市町 

    うち土砂災害警戒情報が基準や判断材料となったところ――３市町 

・「避難勧告・指示」の避難対象者 ――約 62万９千人 

・避難所に避難した住民  ―――約５千人 

 

以下に、整理した課題を示すとともに、検証内容の全体を一覧としてまとめ

ました。 

 

① 避難勧告・指示の発令や発令対象地区の設定などの運用面で問題があった 

・ 避難勧告・指示の発令基準が未整備、あるいは整備済の市町であっても、

発令のタイミングや発令対象地区の設定などの運用面で問題があった。 

・ 土砂災害の場合の避難勧告等の発令について、発令対象地区をどうするか

苦慮した。 

・ あるメッシュの土砂災害発生危険度が高まったとき、あらかじめそのメッ

シュに対応する避難勧告発令対象地区や避難場所を明確にしていなかった

ため、避難勧告を発令できなかった。 

 

② 避難所を迅速に開設できなかった 

・ 避難所開設を待ったため、避難勧告等の発令に時間を要した。 

・ 現場対応や関係機関からの問い合わせ対応など、緊急時における人的資源

が極度に不足した。 

 

③ 特別警報発表時における体制確保や初動対応が十分でなかった 

・ 特別警報発表時の配備基準や対応手順、避難勧告等の基準が十分検討され

ていなかった。 

・ 県内の一部市町では、大雨注意報*から大雨特別警報へ切り替えが行われた

ため、迅速な対応がとれなかった。 
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(２)平成 26年８月の広島市内での豪雨による土砂災害 

 広島市内で発生した土砂災害での対応については、同市において、平成 26年

９月に、有識者等で構成される「8.20 豪雨災害における避難対策等検証部会」

が設置され、市が行った避難に関する情報提供と住民の避難までの対応や、住

民の受けとめとその後の行動等について検証が行われ、平成 27年１月に、最終

報告書がまとめられました。 

 以下に、部会での検証結果、また、災害発生直後に被災現場から聞こえてき

た意見を基に、住民の避難等に影響したと考えられることを整理しました。 

 

① 防災気象情報を十分に活用できなかった 

・ 土砂災害警戒情報の発表とほぼ同時になされた地方気象台から市への「危

険度が高まっている」旨の連絡や、民間気象会社からの「朝４～５時まで

強い雨が続く見込み」である旨の連絡が、避難勧告を出す判断材料として

活かされなかった。 

・ 地方気象台が発表した府県気象情報には、「１時間 70 ミリ」との雨量予測

が含まれていたが、河川水位が急激に上昇していたことへの対応等に追わ

れ、リアルタイムで確認することができなかった。 

・ 民間気象会社が、市消防局に７回にわたって大雨に警戒を促す電話をかけ、

一部地区で最高警戒レベルに達したことも伝えたが、その時点でも避難勧

告が出されなかった。 

 

② 行政の体制確保、初動対応に遅れがあった 

・ 市災害対策本部等の設置の前提は「災害が発生するおそれがある場合」と

されているが、その判断基準が明確でなく、災害対策本部の設置が遅れた。 

・ 災害対策本部への要員の参集が遅れた。職員の動員の考え方が、深夜にお

ける招集や豪雨による交通手段への影響を想定したものとなっていなかっ

た。 

・ 予定していた避難所が浸水等により使用することができず、代替施設を開

設するための手配等に時間を要したため、避難所の開設が遅れた。 

 

③ 避難勧告・指示の発令にかかる判断の遅れがあった 

・ 避難勧告の基準となる雨量は上回っていたものの、その後も降雨量が増え

るとの見通しに至らなかった、雨が局地的だった、深夜に避難することの

リスクを考慮した等のため、勧告に踏み切れず、結果的に避難勧告を出す

のが遅れた。 

・ 避難勧告と同時に避難所を開設することになっていたが、避難所の開設の
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遅れから、避難勧告の発令に時間を要した。 

・ 土砂災害発生までの各段階に応じて避難勧告発令など市の対応を細かく定

めていたものの、判断の迷いから一つ一つの行動が遅れ、計画どおりにい

かなかった。 

 

④ 住民への情報伝達が十分に行うことができなかった 

・ 緊急速報メールや防災行政無線など、緊急情報を住民に伝える複数の手段

を有効に機能させることができなかった。 

・ 平成 11年の豪雨災害を機に整備を進め、避難勧告の伝達の際に原則として

併用することとなっていたサイレンの吹鳴が実施されなかった。 

・ 職員参集の遅れ等により、聴覚障がい者に避難勧告を伝達するファクスが、

避難勧告の発令時に送信されなかった。 

 

⑤ 地域で起こりうる災害についての住民の認識が十分でなかった 

・ 地元の町史にある「本町の扇状地は、背後に急斜地を持つことから、幾度

もの土石流*が重なって形成されたと考えられる。」など、地域の地形の成

り立ちが、行政と住民の双方に十分に認識されていなかった。 

・ 前回の平成 11年の豪雨災害の際には被害がなかったため、他人事だと思っ

ていた。危険な場所との意識が薄かった。 

 

⑥ 風水害や防災気象情報についての住民の理解が十分でなかった 

・ 避難場所が災害種別ごとに分類されていることを知らなかったため、高波

と洪水の避難場所に指定された集会所に避難したものの、その集会所が土

砂に覆われた。 

・ 事後に行われたアンケートによると、現在の雨量や気象注意報等の情報を、

「見ることができることは知っていたが見なかった」が 38％と最も多く、

「見ることができることを知らなかったので見ていない」の 29％を足すと、

３分の２の住民が防災気象情報を十分に利用できていなかった。 
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○ 風水害に関する理解が十分でないために、依然として多くの人命が失われ

たり、危険な状況に陥っている 

・ 「高潮*は満潮時刻のみに警戒していればよい」との誤解があったことも影

響して、台風通過後の潮位の急激な上昇によって、住民が広範囲に逃げ遅

れた、などの事例がある。 

・ 台風の接近や大雨時等において、自宅の屋根から転落した、田や畑の見回

りに行った、川の様子を見に行った、裏山を見に行ったなど、「能動的に危

険に接近」してしまったことで、多くの死者が発生している。 

・ 平成 16 年から平成 23 年に発生した台風や大雨に関係する風水害の死者・

行方不明者の傾向を検証した、静岡大学防災総合センターの牛山素行教授

（自然災害科学・豪雨災害・災害情報学）の研究成果によれば、上記のよ

うに能動的に危険に接近したことによる人的被害は、全体の３割に達して

いる。 

 

○ ハード整備は、過去の風水害事例においても一定の効果を発揮している 

・ 過去の洪水被害により、堤防嵩上げなどの河川改修が行われた結果、次の

出水の際、前回の洪水の時と同等またはそれを上回る出水となったが、対

策が行われた区間では浸水被害が発生しないなど、被害を激減させた事例

がある。 

・ 過去、土砂災害が夜間に発生した事例では多くの人命が失われているが、

このように避難行動が難しい状況下では、たとえ、土砂崩れが発生したと

しても、その土砂が住民に及ばないことが、命を守れるかどうかの重要な

ポイントとなる。過去には、土石流が発生したものの、整備されていた砂

防えん堤がその規模を大きく減衰させた事例が報告されている。 

・ また、施設整備にあわせて策定されたハザードマップやマニュアル、さら

には情報伝達手段の多様化など、ハード整備を活かすような、効果的なソ

フト対策の組み合わせにより、平時からの住民への情報提供や、円滑な避

難行動に結びつけている事例もある。 
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(２)竜巻等の突風被害の検証 

 竜巻等の突風については、平成 18年の宮崎県延岡市や北海道佐呂間町での事

例、平成 24年の茨城県常総市での事例など、毎年のように国内のどこかで突如

発生することによって、これまで人的被害を含む多くの被害がもたらされてい

ます。 

平成 18年の甚大な竜巻被害をふまえて発表が開始された竜巻注意情報*は、竜

巻への事前対応の引き金となりうる防災気象情報ですが、同情報の発表開始以

降、これがどのようなタイミングで発表されたかを見てみると、現実には竜巻

等の突風が発生した時点では同情報はまだ発表されていないか、あまり時間的

余裕がない時点で発表されている事例が多く、発表時点では、すでにかなり切

迫した状況となっていることが認められます。 

また、気象庁が竜巻と認定した県内での発生事例については、下図に示すよ

うに、海上も含めて広く分布しており、特筆すべき発生場所の地形的特徴を見

い出すことは難しいと言えます。 

 

【図表 竜巻分布図（昭和 36 年～平成 25 年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（気象庁ホームページ「竜巻分布図（東海）平成 26年５月 21日時点）」より） 

 

しかし、そのような状況においても、竜巻等の突風による被害事例を分析し

てみると、以下のような、今後の対策につながるヒントを見い出すことができ

ます。 

 

・ 過去の被害事例において、「黒い渦が音を立てて迫ってくるのが見えた。」、

「色々な物を巻き上げながら近づいてくる渦を見た。」など、竜巻到達前の

目撃情報が多く報告されている。 
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(３)平成 26年２月の大雪被害の検証 

 平成 26年２月に発生した首都圏周辺地域を中心とする太平洋側一帯が記録的

な大雪となった事例では、特に、普段は大雪に見舞われない地域で記録的な降

雪となった場合、さまざまな方面に大きな影響や被害が生じることが明らかと

なりました。 

具体的には、交通支障や途絶により、集落の孤立、物流や生産の停滞、帰宅

困難といった問題が連鎖的に発生することが認識されました。 

 

 

 

 

 

 

 
国道 20 号（山梨県大月市：２月 15 日）   国道 18 号（長野県軽井沢町：２月 16 日） 

（国土交通省関東地方整備局「関東甲信地方の大雪対応」より） 

 

① 道路交通等に関する支障や障害が発生した 

・ 道路凍結によるスリップや積雪による走行困難、運転手が乗り捨てた車両

により、時間とともに道路閉塞が悪化した。 

・ 高速道路が通行止めとなっている間、一般道路に多数の車両が流入し、渋

滞が発生した。 

・ 渋滞や道路閉塞により、公的機関の除雪車両の移動ができなくなる事態と

なり、道路閉塞に拍車をかけた。 

 

② 道路交通支障により孤立が発生した 

・ 積雪による道路の通行止めや倒木などにより、群馬県、埼玉県、東京都、

山梨県、長野県、静岡県など各地で孤立が発生した。 

・ 酸素吸入が必要な孤立地域内の高齢者等に対して、酸素が切れるのを防ぐ

ため、ボンベを配布する対応がとられた。 

・ 孤立地域内の人工透析患者をヘリコプターで搬送した。 

・ 孤立地域に自衛隊がヘリコプターで食料などを輸送する対応がとられた。 

 

③ 道路交通支障により物流や生産が停滞した 

・ 除雪が進まず、道路交通が途絶した地域では、店舗への商品配送が滞った。 

・ 工場などでは、積雪や渋滞によって原材料や部品が届かず、また、交通機

関の乱れで社員が出勤できないなどしたため、操業を見合わせたり、生産
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を一部停止したりした。 

・ 除雪が完了した地域でも、物流事業者の車両不足や、積雪地域からの物流

の途絶により、店舗に商品が届かず、しばらくの間、商品不足が発生した。 

・ ガソリンや灯油の配送ができなくなった。 

 

④ 道路交通支障により帰宅困難者*が発生した 

・ 積雪による通行止めや交通機関の乱れにより、複数の学校が臨時休校や短

縮授業となったが、登校した生徒が帰宅困難になった。 

・ 積雪により、電車が各地で立ち往生し、乗客が車内や駅に長時間足止めさ

れた。 

・ 積雪により、温泉ホテルの宿泊客が施設内で足止めとなった。また、道路

の通行止めにより、一時孤立した。 

 

⑤ 除雪作業の停滞により、機能回復に時間を要した 

・ 普段であれば降雪量が少ない地域であるため、個人はもとより公共機関で

あっても、除雪資機材が確保されておらず、除雪作業が停滞した。多くの

地域で日常生活に必要な機能を回復するまでに時間を要した。 
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ところが、本県においては、これまで、こうした風水害の特徴を必ずしもき

ちんとふまえた上で風水害対策を講じてきたわけではありません。と言うより、

これまでは、こうした整理がそれほど必要ではなかった、と言えるのかもしれ

ません。 

しかしながら、近年は、そう言えなくなってきているのです。 

 

このことに関して、第１章では、強い勢力の台風が発生していること、極端

な降雨が全国各地で頻発する傾向にあることを述べてきました。 

 台風は、前述のとおり、発生から発災までに時間的な余裕がある、というこ

とが大きな特徴と言えます。 

 しかし、勢力を維持したまま上陸する台風の増加が指摘されるなど、近年、

台風による甚大な被害の発生が、強く懸念されるようになっています。時間的

な余裕があったとしても、しっかりとした事前の準備がなされていないと、強

大な台風への対応はより困難を極めたものとなることが容易に予想されるので

す。 

加えて、突如として発生する局地的大雨は、発生から発災までに時間的な余

裕がなく、特に、平成 26年の広島市での土砂災害に象徴されるように、大災害

に直結する大雨の発生が、近年、大きくクローズアップされ危惧されています。

しかも、それが各地で頻発する傾向にあるのです。 

 

 近年のこうした状況は、風水害対策について、その前提となる課題の整理に

ついても、これまでのように、風水害の特徴である、発生から発災までのリー

ドタイム*の有無を一つの基準とするような、厳密な整理をせずに推し進めてい

くことは難しい、そんな時代になってきている、ということを意味しているの

ではないかと思われます。 

 そこで、本項では、この時間差に注目し、風水害を「時間的余裕があるもの」

と「時間的余裕がないもの」とに大別して課題を整理していくこととします。 

 

なお、課題については、これまでの検証の中で取り上げたものをすべて取り

上げることは言うまでもありませんが、これらの課題の中には、すでに対策が

講じられているものも含まれています。 

具体的には、紀伊半島大水害の検証を受けて、県災害対策本部の組織体制の

見直しを行ったことや、災害時における市町への職員派遣体制を整備したこと

などについては、第１章の「３ 三重県の風水害対策の取組」の項でも触れて

きました。しかしながら、本章の「２ 平成 26年８月豪雨の検証」の項にある

「行政の初動体制の確保」などは、組織体制の見直しだけでは解決しない、今
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回の新たな課題として取り上げることとしています。 

また、住民の「意識」に関わる課題については、平成 26年に公表した「三重

県新地震・津波対策行動計画*」においても重要な課題として捉え、その中で「『防

災意識』を『防災行動』に結びつける」という基本方針を掲げています。しか

し、これについても、先の「県災害対策本部の組織体制の見直し」と同様、「自

助」の問題だけでは解決しない、今回の新たな課題として取り上げることとし

ます。 

このように、すでに対策が講じられた、もしくは、現在も講じられている課

題を除き、残る課題をすべて、前述した「時間的余裕があるもの」と「時間的

がないもの」とに大別した形で、以下に整理していくこととします。 
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(１)発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題 

～時間的余裕のある風水害（台風、雪）に対しては、発災までの時間（リードタイ

ム）を有効に活かしていく必要があるが、十分に活かしきれているのか！～ 

 

 まず、発災までに時間的余裕があった過去の災害事例から見えてきた課題に

ついて、行政が自らの災害対応力を高めるために対応していくべきと考えるこ

とを【行政側の課題】、住民の皆さんに対して理解や対応を求めていく必要があ

ると思われることを【住民側の課題】と区分して、整理しました。 

 

【行政側の課題】 

＜迅速な初動体制の確保＞ 

・ 地方気象台等から発表される防災気象情報を、行政の初動対応やその後の

対応に活かしていくことが重要である。 

・ 気象予測や災害の状況に応じて、災害対策本部の要員を増強するなどの対

応を行うことが必要である。 

・ 過去には、事前に伝えられていた防災気象情報を活かすことができなかっ

たため、首長等の不在や職員参集の遅れなどを招き、初動対応そのものが

開始されなかったり、適切な体制がとることができなかった、という事例

がある。 

・ 一方、事前の台風情報や今後の降水量予測などから、数時間先の推移や、

翌日以降の災害発生可能性を見極め、早めの避難の呼びかけや避難勧告を

行ったりして、被害からの回避につなげている事例もある。 

 

＜関係機関による情報共有＞ 

・ 県、市町、防災関係機関等で、防災気象情報、災害発生の可能性、各機関

の対応状況などの情報を共有する体制を整備していくことが重要である。 

・ 過去には、情報が共有されなかったり、情報を活かすことができなかった

ため、初動対応の遅れ、避難勧告等の発令の遅れ、被害情報の把握の遅れ

など、さまざまな対応が後手に回り、人的被害の発生など重大な災害につ

ながったという事例がある。 

・ 唯一の情報通信手段が途絶した、唯一通じる道路が寸断されたなど、災害

対応上の、唯一の手段が失われることにより、さまざまな面での孤立が発

生し、対応困難な状況となっている。このような状況に陥らないよう、手

段の多重化や代替手段の確保など、事前の体制整備や孤立可能性を見越し

た発災直前の対応が必要である。 
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＜避難勧告・指示等の発令にかかる的確な判断＞ 

・ 防災気象情報から災害発生の可能性を予測し、差し迫る危険に対して、避

難にかかる判断を行うためには、職員に必要な知識が備わっていたり、分

析を行うための体制を整備していくことが重要である。 

・ 的確な判断を下すためには、避難勧告・指示を行う前提となる判断基準が

明確になっている必要がある。 

・ しかしながら、明確な基準のもとで運用できているかどうかについては、

迷いながらの判断を迫られていることも多く、さらに土砂災害については、

危険性の高い地域に絞って避難勧告を出すなど、その判断が難しいのが現

状である。 

・ 広範囲に避難勧告を出したが、避難所の開設が間に合わなかった。反対に、

避難所の開設を待ったために避難勧告が遅れたなど、避難にかかる判断は、

行政における体制整備と不可分の関係にあり、一体的に検討を進めていく

必要がある。 

 

＜災害情報の伝達＞ 

・ 避難勧告・指示は出されたものの、そのことが住民に伝わっていないこと

が過去には多数報告されている。 

・ 避難にかかる情報伝達については、例えば、緊急速報メールの活用やＬア

ラート（公共情報コモンズ）の運用等により、情報伝達手段の多様化・重

層化を図るなど、さまざまな手法で迅速に住民に伝える手段を用意してお

く必要がある。 

・ 地域においては、消防団や自主防災組織を活用した呼びかけ等の仕組みを

構築していくことが必要である。 

・ また、早期避難が必要な災害時要援護者に対して情報を伝達する仕組みも

必要である。 

 

＜風水害に備える基盤施設の整備＞ 

・ 河川氾濫、土砂災害等に備えるため、施設整備などハード面での対策が重

要である。治水対策や土砂災害対策を進めた結果、災害を未然に防いだり、

減災効果を発揮した事例も多く報告されている。 

・ 平成 23 年７月の新潟・福島豪雨では、７年前に同地域を襲った平成 16 年

豪雨以降に行われた、河川堤防の嵩上げや河床掘削などの対策が大きな効

果を発揮し、平成 16年と同等または上回る規模の豪雨であったにも関わら

ず、対策が行われた区間では、河川からの氾濫が生じなかった。 

・ 本県においても、平成 26 年台風第 11 号による大雨の際に、穴倉川や安濃



 

64 

 

第２章 計画策定の背景～近年の災害事例から見えてきた課題～ 

 

川の堆積土砂の撤去について、地元の首長から「浚渫
しゅんせつ

*の効果があり、河

川水位を保つことができた。」との声をいただくなど、一定の効果が現れて

いる。 

・ また、平成 24年９月に、いなべ市藤原町において土石流が発生した際には、

事前に砂防施設が整備されていたため、下流地区の土石流被害を未然に防

ぐことができたという事例もある。 

・ こうした施設整備による効果に加え、これらの対策を活かすため、情報発

信やハザードマップの作成などソフト面での対策もあわせて進めることが

必要である。 

・ 計画的にハード面の対策に取り組むとともに、ソフト面の対策も総動員さ

せた上で、ハード・ソフト一体となった総合的な対策を進めることが必要

である。 

 

【住民側の課題】 

＜地域で起こりうる災害についての認識＞ 

・ 豪雨災害で死亡した人の多くは、地形的に洪水や土砂災害が生じやすいと

言われている場所で集中的に被災している。過去の災害事例の言い伝えや

教訓などが伝承されず、忘れ去られた頃に、再度、同じ被害に遭うなど、

歴史が繰り返されている。 

・ まさに災害が発生しようとしているときの判断や行動につなげていくため

には、自分が住むまちの地形の成り立ちや、地域で起こりうる災害やその

リスク、いざというときにどのような避難経路をたどれば安全か、などに

ついて、普段からの理解を深めておくことが必要である。 

・ 実際、土砂災害警戒区域の指定が行われ、住民に対する土砂災害への警戒

周知が行われていた結果、事前の自主避難に結びついたなどの事例もある。 

 

＜風水害や防災気象情報についての理解＞ 

・ 台風接近時に川の様子を見に行ったなど、住民が能動的に危険に接近して

しまった結果、命を失った事例が多数報告されている。こうした事例をな

くしていくためには、普段から風水害に対する知識を身につけておくこと

が必要である。 

・ スマートフォンに代表されるように、いつでもどこでも情報収集できる機

器を多くの人が所持するようになったことから、住民自らが、防災気象情

報を取りにいくことにつながるような、さらなる啓発や環境整備が必要で

ある。 

・ またその際、防災気象情報の意味について、理解を深めるような啓発を行
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うことも重要である。 

 

＜避難情報の理解と的確な避難の実施＞ 

・ 避難判断を行政任せにするのではなく、住民自身が命を守る行動に主体性

を持つことができるよう、避難勧告・指示や、それに先立つ避難準備情報

の位置づけや意味について、受信する住民側が理解していることが必要で

ある。 

・ いざというときの避難場所や避難所、避難路について、まだまだ認知され

ていない。これらのことについて、住民自身が具体的に検討することが必

要である。 

・ 避難指示の発令にもかかわらず、全く避難を実施しようとしない人もいる。

また、結果的に逃げるほどの状況ではなく、避難が空振りに終わることも

あるが、そうしたことを許容できない住民もまだまだ多い。 

 

＜災害から地域を守る組織づくり、人づくり＞ 

・ 地域の災害対応力を充実・強化するためには、消防団や自主防災組織など

地域に根ざした組織をベースとして、住民一人ひとりの防災意識を高め、

迅速な避難など防災行動に結びつけていくことが重要である。 

・ 過去には、台風が最接近する夜間の時間帯を避けるため、かなり早いタイ

ミングでの行政からの呼びかけを受け、住民の大半が自主避難を完了。こ

のとき、区長や消防団員による避難誘導が行われるなど、地域の迅速な対

応により被害の回避を図ったという事例がある。 

・ また、災害時要援護者の避難について、区長、消防団員、民生委員による

避難誘導が行われた後、さらに、消防団による現地での避難再確認も行わ

れたという事例があるなど、地域の組織力を活かした活動が、住民の避難

行動を支援している。 
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(２)発災までに時間的余裕がなかった災害事例から見えてきた課題 

～時間的余裕のない風水害（局地的大雨、竜巻）に対しては、（時間的余裕のある

風水害以上に）その特徴を知り、日頃の備えを怠ってはならない！～ 

 

 次に、発災までに時間的余裕がなかった災害事例から見えてきた課題につい

ても、行政における対応面での課題と、住民の皆さんに対して求めていく必要

があると思われる課題、この２つに区分して整理しました。 

 なお、前項の「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた

課題」で取り上げた事項は、時間的余裕があった災害事例から導き出した整理

ではあるものの、その多くは、時間的余裕がない場合でも、重要な課題となり

ます。 

 例えば、【行政側の課題】として整理した「風水害に備える基盤施設の整備」

は、時間的余裕の有無に関わらず重要な課題です。また、「災害情報の伝達」は、

時間的余裕がない場合においても、可能な限り取組を進めるべきことに違いは

ありません。 

しかしながら、ここでは、とりわけ、【住民側の課題】に焦点を当てることが、

より重要であると考えます。なぜなら、時間的余裕がない風水害に遭遇したと

き、「公助」の取組は間に合わないなど限界があり、この場合、どうしても住民

一人ひとりの迅速な避難など「自助」の取組に頼らざるを得なくなるからです。 

そこで、「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題」

で取り上げた、平時から「地域で起こりうる災害についての認識」を持つこと

や、「風水害や防災気象情報についての理解」を深めるなどの課題については、

ここにおいても、【住民側の課題】として再掲することとします。 

 

【行政側の課題】 

＜避難勧告・指示等の発令にかかる迅速な判断＞ 

・ 避難勧告・指示については、時間的余裕のある風水害の場合にも増して、

迅速な判断が求められる。過去には、行政が判断を躊躇したことによって、

住民が避難のタイミングを失ったり、避難勧告は出されたものの、すでに

危険が迫っている中で避難をしようとした結果、命を失ってしまったとい

う事例がある。 

・ 迅速な判断を下すためには、避難勧告・指示を行う前提となる判断基準が

明確になっている必要がある。なお、この基準の明確化という点に関して

は、時間的余裕のある風水害についても同様に必要なことである。 

・ 危険が差し迫ったとき、屋内避難という選択肢も避難行動の一つであるこ

とを、住民に周知していくことが必要である。 
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・ なお、切迫した状況下では、行政としてとりうる手段の選択肢は限定的と

ならざるを得ない。 

 

【住民側の課題】 

＜地域で起こりうる災害についての認識（再掲）＞ 

・ 「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題」の記

載と同じ。 

 

＜風水害や防災気象情報についての理解（再掲）＞ 

・ 「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題」の記

載と同じ。 

 

＜避難情報の理解（再掲）＞ 

・ 「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題」の記

載と同じ。 

 

＜とっさに身を守る迅速な避難の実施＞ 

・ 市町が発令する避難勧告・指示の位置づけや意味を、受信する住民側が理

解していないと、迅速かつ適切なタイミングでの避難行動には結びつかな

い。 

・ 極めて短時間で状況が急変する局地的大雨や竜巻については、住民自らが、

自分の意思でもって、いかに行動に移すことができるかが大きなウェイト

を占めている。最低限、命を守る行動をとっさに取れるようになることが

必要である。 

・ 時間的余裕がなく組織的な対応に困難が予想される場面であっても、災害

時要援護者の避難については、地域ぐるみでの支援が不可欠である。 

・ 切迫した状況における、「垂直避難」であるとか、山の斜面から離れた部屋

への移動など緊急的な危険回避の避難行動について、まだまだ十分な理解

には至っていない。 

・ また、竜巻については、さらに差し迫った状況に陥ることも考えられ、窓

から離れる、強固な建物の陰に隠れるなどの待避行動を理解することも必

要である。 

 

＜災害から地域を守る組織づくり、人づくり（再掲）＞ 

・ 「（１）発災までに時間的余裕があった災害事例から見えてきた課題」の記

載と同じ。 
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これら「見えてきた課題」に対する対策については、まず、第３章と第４章

で、本計画の基本的な考え方と基本事項について述べた上で、第５章において

詳述します。 

 

 

  




